
国土強靱化の推進を求める意見書 

 

近年、全国各地では風水害や地震をはじめとする自然災害が頻繁化・激甚化しており、町

民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靱化は一層その重要性が増している。 

国においては、平成３０年度より「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を

決定し、国土強靱化対策に積極的に取り組んでいるところである。 

本町においても、平成２９年には７月と８月の集中豪雨による五条川と合瀬川が越水し、

大きな被害がもたらされ、浸水被害解消のため合瀬川の改修をはじめ治水事業が進められて

いるところである。また、発生が危惧される南海トラフ巨大地震をはじめ、大規模自然災害

から町民の生命と財産を守るため、今年度「大口町国土強靱化地域計画」の策定に取り組ん

でいるところである。 

さらに、災害時における被災地の早期復旧に必要不可欠とされるインフラとして、国道４

１号並びに国道１５５号の整備も進められており、今後においても引き続き強靱化の確実な

推進を図る必要がある。 

よって、国におかれては、災害対策の推進を図るため、下記事項について特段の措置を講

じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策につづく、「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」を着実に実施するために必要な予算を確保すること。 

２ 災害発生時の迅速かつ円滑な対応のため、国の地方支部局、とりわけ地方整備局及び河

川国道事務所・出張所の人員体制の維持・充実を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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